
 

１－５－２ 変更請負額の算出方法について 

 

・スライド後の変更請負額は，変更設計額を算出し，これに落札率（当初請負

額÷当初設計額）を乗じて算出する。 

 

・１－５－１を基本的な考え方として，設計額ベースのスライド額相当額及び変更設

計額を算出し，これをもって変更請負額及びスライド額を算出することとする。 

 

設計額ベースのスライド額相当額※ 

  ＝Σ(品目毎の設計額ベースの変動額※)－スライド前の最終設計工事価格×

１％ 

 

変更設計工事価格 

  ＝(スライド前の最終設計工事価格＋設計額ベースのスライド額相当額※) 

 

  変更設計額＝変更設計工事価格×消費税率 

 

 

 変更請負額＝落札率×変更設計額 

 （落札率＝当初請負額÷当初設計額） 

 

 スライド額＝変更請負額－スライド前の最終設計工事価格×消費税率×落札率  

 

 ※設計額ベースのスライド額相当額，品目毎の設計額ベースの変動額は

消費税抜きの金額とする。 

 
１－５－３ 出来高部分払いを行った場合の対象数量について 

 

・出来高部分に係る数量の算出方法は，次のいずれかとする。 

① 出来高部分について再積算を実施して出来高に該当する金額を算出した資料

より，出来高部分に該当する数量を算出。 

② 部分払い対象となった請負代金額相当額と請負代金額との割合に，対象数量

を乗じることで概算的に数量を算出。※ 

※部分払い時の支払い額は，出来高に該当する請負代金額相当額の９割以下とされており，「部分払い

時の支払額＝部分払い対象となった請負代金額相当額」ではないので注意すること。 

 
・既済部分について出来高部分払いを行っている場合は，当該既済部分払いの対象とな

った出来高部分に係る数量を除いた数量を設計数量とする。 
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修正前

 

１－５－２ 出来高部分払いを行った場合の対象数量について 

 

・出来高部分に係る数量の算出方法は，次のいずれかとする。 

① 出来高部分について再積算を実施して出来高に該当する金額を算出した資料

より，出来高部分に該当する数量を算出。 

② 部分払い対象となった請負代金額相当額と請負代金額との割合に，対象数量

を乗じることで概算的に数量を算出。※ 

※部分払い時の支払い額は，出来高に該当する請負代金額相当額の９割以下とされており，「部分払い

時の支払額＝部分払い対象となった請負代金額相当額」ではないので注意すること。 

 
・既済部分について出来高部分払いを行っている場合は，当該既済部分払いの対象とな

った出来高部分に係る数量を除いた数量を設計数量とする。 
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修正後改定前 改定後
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改定前

改定後



円
円

円

円

円

円

変動額算定表（設計額ベース・税抜き）

Ｉ
※３，４

価格刊行物等
実勢単価
(税抜き)

Ｊ
※３，４

受注者
購入単価

（税抜き）
Ｉが空欄の場合

Ｋ
※４

受注者
購入単価

設計換算額
（税抜き）

Ｊ÷Ｃ

Ｌ
※４

採用単価
（税抜き）

ＩorＫ

0 #DIV/0! 0 0
0 #DIV/0! 0 0
0 #DIV/0! 0 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0 #DIV/0! 0 0
0 #DIV/0! 0 0
0 #DIV/0! 0 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0 #DIV/0! 0 0
0 #DIV/0! 0 0
0 #DIV/0! 0 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0 #DIV/0! 0 0
0 #DIV/0! 0 0
0 #DIV/0! 0 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0

※１　単価変動の要因が同一のものを，同一品目として取り扱うことを基本とする。
※２　燃料油を除く材料については，受注者の証明数量が設計図書の数量に満たない場合は，対象材料とならない（マニュアル２－２）。
※３　Ｇ及びＩは設計ベース単価（税抜き）を入力する。Ｊは受注者の購入額の単価（税抜き）を入力する。
※４　実勢単価は価格刊行物等の単価Ｉを採用する。ただし，価格刊行物等による設定が困難な材料はＩは空欄とし，受注者の購入単価設計換算額Ｋを実勢単価として採用する。（マニュアル２－４）
※５　行は必要に応じて追加すること。その際，集計が正しくされるか，数式を確認すること。

Ｕ：スライド額
　　Ｔ－（Ｄ×110/100×Ｃ：千円未満切捨)

#DIV/0! 円

Ｔ：変更請負額
　　Ｃ×Ｓ

#DIV/0! 円（千円未満切捨）

Ｑ：設計額ベースのスライド額相当額(税抜き)
　　ΣＰ－Ｅ

0

Ｈ
当初想定金額
(税抜き）
Ｆ×Ｇ

実勢単価（設計ベース単価）

Ｍ
変動後金額
（税抜き）
Ｆ×Ｌ

Ｎ
変動額

（税抜き）
品目毎の

ΣＭ－ΣＨ

Ｏ
判定

Ｎ－Ｅ
０＞0→対象

Ｏ≦0→非対象

鋼材

生コン

石材

燃料

品目ごとの設計額ベースの変動額 合計（税抜き）

Ｓ：変更設計額
　　Ｒ×110／100

0 円

円（少数以下切捨）

Ｒ：変更設計工事価格
　　Ｄ＋Ｑ

0 円（千円未満切捨）
※Ｄを算出した変更設計書の直接工事費に#0046を設定し，その配下にＱを入力し計算

Ｐ
対象変動額
「Ｏ=対象」

の場合
Ｎ

品目
※１ 材料名 規格 単位

Ｆ
※２

対象数量
Ｇ

※３

当初単価
(税抜き)

Ｃ：請負率 Ｂ／Ａ

Ｄ：スライド前の
　　最終設計工事価格

単品スライド額算定計算書（発注者用）（マニュアル１－５）

黄色セル：入力欄

Ａ：当初設計額（税込み）
Ｂ：当初請負額（税込み）

※実勢価格にてスライド額を算出する場合

※該当がない場合は，０を入力。

Ｄ２：スライド対象工事価格
　　（税抜き）Ｄ－Ｄ１

0

Ｅ：Ｄ２×1％ 0

Ｄ１：既済部分出来高額
　　（税抜き）
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円
円
（＝ｋ）

円

円

円

円

変動額算定表（設計額ベース・税抜き）

Ｉ
※３，４

価格刊行物等
実勢単価
(税抜き)

Ｊ
※３，４

受注者
購入単価

（税抜き）
Ｉが空欄の場合

Ｋ
※４

受注者
購入単価
設計換算額
（税抜き）

Ｊ÷Ｃ

Ｌ
※４

採用単価
（税抜き）

ＩorＫ

Ｑ
「Ｉ=Ｌ」
の場合
Ｃ（請負
率）

0 #DIV/0! 0 0 0
0 #DIV/0! 0 0 0
0 #DIV/0! 0 0 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0 #DIV/0! 0 0 0
0 #DIV/0! 0 0 0
0 #DIV/0! 0 0 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0 #DIV/0! 0 0 0
0 #DIV/0! 0 0 0
0 #DIV/0! 0 0 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0 #DIV/0! 0 0 0
0 #DIV/0! 0 0 0
0 #DIV/0! 0 0 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0

※１　単価変動の要因が同一のものを，同一品目として取り扱うことを基本とする。
※２　燃料油を除く材料については，受注者の証明数量が設計図書の数量に満たない場合は，対象材料とならない（マニュアル２－２）。
※３　Ｇ及びＩは設計ベース単価（税抜き）を入力する。Ｊは受注者の購入額の単価（税抜き）を入力する。
※４　実勢単価は価格刊行物等の単価Ｉを採用する。また，価格刊行物等による設定が困難な材料はマニュアル２－４－２②に基づき，単価を設定すること。
※５　行は必要に応じて追加すること。その際，集計が正しくされるか，数式を確認すること。

鋼材

生コン

石材

燃料

品目ごとの設計額ベースの変動額 合計（税抜き）

円（万円未満切捨）

Ｒ：スライド額（税込）
　　Ｑ×１．１

0 円

Ｑ：設計額ベースのスライド額相当額(税抜き)
　　ΣＰ－Ｅ

0

Ｐ
対象変動額
「Ｏ=対象」

の場合
Ｎ

品目
※１ 材料名 規格 単位

Ｆ
※２

対象数量
Ｇ

※３

当初単価
(税抜き)

Ｈ
当初想定金額
(税抜き）
Ｆ×Ｇ

Ｍ
変動後金額
（税抜き）
Ｆ×Ｌ×Ｑ

Ｎ
変動額

（税抜き）
品目毎の

ΣＭ－ΣＨ

Ｏ
判定
Ｎ－Ｅ

０＞0→対象
Ｏ≦0→非対象

実勢単価（設計ベース単価）

Ｃ：請負率（Ｂ／Ａ）

Ｄ：スライド前の
　　最終設計工事価格

#DIV/0!

単品スライド額算定計算書（発注者用）（マニュアル１－５－１　①，②）

黄色セル：入力欄

Ａ：当初設計額（税込み）
Ｂ：当初請負額（税込み）

※実勢価格にてスライド額を算出する場合（実際の購入金額が実勢価格を下回る場合を含む）

※該当がない場合は，０を入力。

Ｄ２：スライド対象工事価格
　　（税抜き）Ｄ－Ｄ１

0

Ｅ：Ｄ２×1％ 0

Ｄ１：既済部分出来高額
　　（税抜き）

0

改定前

改定後



円
円

円

円

円

円

変動額算定表（設計額ベース・税抜き）

①発注者による
見積徴収

②近隣工事にお
ける材料調達状

況

③特別調査で設
定した単価の場
合，調査期間へ
のヒアリング

①～③確認結果

0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0

※１　単価変動の要因が同一のものを，同一品目として取り扱うことを基本とする。
※２　燃料油を除く材料については，受注者の証明数量が設計図書の数量に満たない場合は，対象材料とならない（マニュアル２－２）。
※３　Ｇ及びＩは設計ベース単価（税抜き）を入力する。Ｊは受注者の購入額の単価（税抜き）を入力する。
※４　行は必要に応じて追加すること。その際，集計が正しくされるか，数式を確認すること。
※５　妥当性の確認が必要な場合，Ｎの項目①～③をすべて確認（入力）し，妥当性を判断する。

Ｇ
※３

当初単価
(税抜き)

Ｈ
当初想定金額
(税抜き）
Ｆ×Ｇ

Ｐ
変動額

（税抜き）
品目毎の

ΣＯ－ΣＨ

Ｑ
判定

Ｐ－Ｅ
０＞0→対象

Ｏ≦0→非対象

Ｒ
対象変動額
「Ｑ=対象」

の場合
Ｎ

Ｘ：スライド額
　　Ｗ－（Ｄ×110/100×Ｃ：千円未満切捨)

#DIV/0! 円

Ｗ：変更請負額
　　Ｃ×Ｕ

#DIV/0! 円（千円未満切捨）

単品スライド額算定計算書（発注者用）（マニュアル１－５）

Ｏ
変動後金額
（税抜き）

Ｆ×Ｌ

※Ｄを算出した変更設計書の直接工事費に#0046を設定し，その配下にＳを入力し計算

0

Ｄ１：既済部分出来高額
　　（税抜き）

Ｄ２：スライド対象工事価格
　　（税抜き）Ｄ－Ｄ１

0

Ａ：当初設計額（税込み）
Ｂ：当初請負額（税込み）
Ｃ：請負率

※該当がない場合は，０を入力。

※受注者から実際の購入金額でスライド額を算出することを希望する旨の申し出があった場合

Ｎ　発注者による妥当性確認（①～③に○or×を入力）

Ｍ
実勢価格

＋３０％以内
の判定

対象の場合
⇒Ｏへ

※５　妥当性確認
の場合⇒　Ｎへ

石材

燃料

品目
※１ 材料名 規格

黄色セル：入力欄

Ｄ：スライド前の
　　最終設計工事価格

Ｅ：Ｄ２×1％

実勢単価
(税抜き)

Ｉ

Ｌ
※４

採用単価
（税抜き）

ＩorＪ
単位

Ｆ
※２

対象数量

Ｂ／Ａ

受注者
購入単価

（税抜き）
Ｊ

見積単価
（税抜き）

Ｋ

Ｕ：変更設計額
　　Ｔ×110／100

0 円

鋼材

生コン

円（少数以下切捨）

Ｔ：変更設計工事価格
　　Ｄ＋Ｓ

0 円（千円未満切捨）

品目ごとの設計額ベースの変動額 合計（税抜き）

Ｓ：設計額ベースのスライド額相当額(税抜き)
　　ΣＲ－Ｅ

0
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円
円

円

円

円

円

変動額算定表（設計額ベース・税抜き）

①発注者による
見積徴収

②近隣工事にお
ける材料調達状

況

③特別調査で設
定した単価の場
合，調査期間へ
のヒアリング

①～③確認結果

0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0
0 0 #DIV/0! ＯＫ 0

品目小計 0 0 0 非対象 －
0

※１　単価変動の要因が同一のものを，同一品目として取り扱うことを基本とする。
※２　燃料油を除く材料については，受注者の証明数量が設計図書の数量に満たない場合は，対象材料とならない（マニュアル２－２）。
※３　Ｉ及びＫは設計ベース単価（税抜き）を入力する。Ｊは受注者の購入額の単価（税抜き）を入力する。
※４　行は必要に応じて追加すること。その際，集計が正しくされるか，数式を確認すること。
※５　妥当性の確認が必要な場合，Ｎの項目①～③をすべて確認（入力）し，妥当性を判断する。

実勢単価
(税抜き)

Ｉ

Ｅ：Ｄ２×1％

Ｐ
変動額

（税抜き）
品目毎の

ΣＯ－ΣＨ

Ｑ
判定

Ｐ－Ｅ
０＞0→対象

Ｏ≦0→非対象

Ｒ
対象変動額
「Ｑ=対象」

の場合
Ｎ

0

単品スライド額算定計算書（発注者用）（マニュアル１－５－１　②，③）

Ｏ
変動後金額
（税抜き）

Ｆ×Ｌ

Ａ：当初設計額（税込み）
Ｂ：当初請負額（税込み）
Ｃ：請負率

※受注者から実際の購入金額でスライド額を算出することを希望する旨の申し出があった場合

黄色セル：入力欄

Ｄ：スライド前の
　　最終設計工事価格

Ｌ
※４

採用単価
（税抜き）

ＩorＪ
単位

Ｆ
※２

対象数量

Ｂ／Ａ

Ｔ：スライド額（税込）
　　Ｓ×１．１

0 円

品目ごとの設計額ベースの変動額 合計（税抜き）

Ｓ：設計額ベースのスライド額相当額(税抜き)
　　ΣＲ－Ｅ

0

Ｎ　発注者による妥当性確認（①～③に○or×を入力）

Ｍ
実勢価格

＋３０％以内
の判定

対象の場合
⇒Ｏへ

※５　妥当性確認
の場合⇒　Ｎへ

石材

燃料

受注者
購入単価

（税抜き）
Ｊ

見積単価
（税抜き）

Ｋ

鋼材

生コン

Ｇ
※３

当初単価
(税抜き)

Ｈ
当初想定金額
(税抜き）
Ｆ×Ｇ

品目
※１ 材料名 規格

円（万円未満切捨）

Ｄ１：既済部分出来高額
　　（税抜き）

0

Ｄ２：スライド対象工事価格
　　（税抜き）Ｄ－Ｄ１

0

※該当がない場合は，０を入力。

改定前

改定後


